
規則番号 規     則     名 所  管  名 公 布 年 月 日

規則第９８号

さいたま市障害者の利用に係る公の施設使

用料等減免条例施行規則の一部を改正する

規則 

障 害 支 援 課 令和３年１１月１０日 

規則第９９号
さいたま市国民健康保険税条例施行規則の

一部を改正する規則 
収 納 対 策 課 令和３年１１月２６日 

規則第１００号
さいたま市危険物の規制に関する規則の一

部を改正する規則 
査 察 指 導 課 令和３年１２月１６日

規則第１０１号 さいたま市会計規則の一部を改正する規則 出 納 課 令和３年１２月１７日

規則第１０２号
さいたま市立病院管理規則の一部を改正す

る規則 
医 事 課 令和３年１２月２１日

規則第１０３号
さいたま市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

職 員 課 令和３年１２月２４日

規則第１０４号
さいたま市助産の実施に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

子ども家庭総合セン

タ ー 総 務 課
令和３年１２月２４日

規則第１０５号
さいたま市国民健康保険条例施行規則の一

部を改正する規則 
国 民 健 康 保 険 課 令和３年１２月２４日

規則第１０６号
さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例施行規則の一部を改正する規

則 

人 事 課 令和３年１２月２７日

規則第１０７号
さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び

休暇に関する規則の一部を改正する規則
人 事 課 令和３年１２月２７日



さいたま市規則第９８号 

   さいたま市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例施行規則の一部を改

正する規則 

 さいたま市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例施行規則（平成１３年さ

いたま市規則第１１５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （減免の申請）  （減免の申請） 

第３条 条例第３条の規定により使用料等の減額又

は免除を受けようとする者は、利用しようとする

公の施設の長に対し、障害者にあっては当該障害

 者が交付を受けている身体障害者手帳、療育手帳、

 精神障害者保健福祉手帳又はこれらに代わるもの

として市長が特に認めるものを提示し、付添者に

あっては障害者に現に付き添っている者である旨

を申し出て、減額又は免除の申請をしなければな

らない。 

第３条 条例第３条の規定により使用料等の減額又

は免除を受けようとする者は、利用しようとする

公の施設の長に対し、障害者にあっては当該障害

者が交付を受けている身体障害者手帳、療育手帳

又は精神障害者保健福祉手帳を提示し、付添者に

あっては障害者に現に付き添っている者である旨

を申し出て、減額又は免除の申請をしなければな

らない。 

   附 則 

 この規則は、令和３年１２月１日から施行する。 



さいたま市規則第９９号 

   さいたま市国民健康保険税条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市国民健康保険税条例施行規則（平成１４年さいたま市規則第５４号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（普通徴収に係る国民健康保険税の納付方法） 

第１条の２ 普通徴収に係る国民健康保険税の納付

は、口座振替の方法によるものとする。ただし、

これにより難いときは、納付書その他の方法によ

ることができる。 

   附 則 

この規則は、令和３年１２月１日から施行する。 



さいたま市規則第１００号 

   さいたま市危険物の規制に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市危険物の規制に関する規則の一部を改正する規則（平成１３年さいたま

市規則第２４５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （仮貯蔵及び仮取扱いの承認）  （仮貯蔵及び仮取扱いの承認） 

第２条 法第１０条第１項ただし書の規定により危

険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認を受けようとす

る者は、府令第１条の６の申請書正副２通を消防

長に提出しなければならない。 

第２条 法第１０条第１項ただし書の規定により危

険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認を受けようとす

る者は、危険物の仮貯蔵、仮取扱承認申請書（様

式第１号）正副２通を消防長に提出しなければな

らない。 

２ 消防長は、前項の申請があった場合は、速やか

に審査するとともに、必要に応じて現地調査を行

い、火災予防上安全な場所と認めたときは、危険

物の仮貯蔵、仮取扱承認証（様式第１号）に申請

書の副本を添えて当該申請者に交付するものとす

る。 

２ 消防長は、前項の申請があった場合は、速やか

に審査するとともに、必要に応じて現地調査を行

い、火災予防上安全な場所と認めたときは、危険

物の仮貯蔵、仮取扱承認証（様式第２号）に申請

書の副本を添えて当該申請者に交付するものとす

る。 

３ 前項の承認を受けた者が、危険物の仮貯蔵又は

仮取扱いを開始する場合には、当該仮貯蔵又は仮

取扱いをする場所の見やすい箇所に仮貯蔵又は仮

取扱いの承認を受けている旨を証する掲示板（様

式第２号）を掲げなければならない。 

３ 前項の承認を受けた者が、危険物の仮貯蔵又は

仮取扱いを開始する場合には、当該仮貯蔵又は仮

取扱いをする場所の見やすい箇所に仮貯蔵又は仮

取扱いの承認を受けている旨を証する掲示板（様

式第３号）を掲げなければならない。 

 （製造所等の設置又は変更の許可） （製造所等の設置又は変更の許可） 

第３条 市長は、法第１１条第１項の規定により危

険物の製造所、貯蔵所若しくは取扱所（以下「製

造所等」という。）の設置又は当該製造所等の位

置、構造若しくは設備の変更の許可をしたときは、

危険物製造所等設置許可証（様式第３号）又は危

険物製造所等変更許可証（様式第４号）に申請書

の副本を添えて当該申請者に交付するものとする。

第３条 市長は、法第１１条第１項の規定により危

険物の製造所、貯蔵所若しくは取扱所（以下「製

造所等」という。）の設置又は当該製造所等の位

置、構造若しくは設備の変更の許可をしたときは、

危険物製造所等設置許可証（様式第４号）又は危

険物製造所等変更許可証（様式第４号の２）に申

請書の副本を添えて当該申請者に交付するものと

する。 

（危険物保安監督者の選任の届出） （危険物保安監督者の選任の届出） 

第６条 製造所等の所有者、管理者又は占有者は、

法第１３条第２項の規定により危険物保安監督者

第６条 製造所等の所有者、管理者又は占有者は、

法第１３条第２項の規定により危険物保安監督者



の選任の届出をするときは、危険物取扱者免状を

提示し、その選任を承諾したことを証する書面（

様式第８号）を添付しなければならない。 

の選任の届出をするときは、危険物取扱者免状を

提示し、その選任を承諾したことを証する書面（

様式第８号）及び実務経験を有する書面（様式第

９号）を添付しなければならない。 

（製造所等の予防規程の認可） （製造所等の予防規程の認可） 

第７条 市長は、法第１４条の２第１項の規定によ

る予防規程の認可をしたときは、予防規程制定認

可証（様式第９号）又は予防規程変更認可証（様

式第９号の２）に申請書の副本を添えて当該申請

者に交付するものとする。 

第７条 市長は、法第１４条の２第１項の規定によ

る予防規程の認可をしたときは、予防規程制定認

可証（様式第１０号）又は予防規程変更認可証（

様式第１０号の２）に申請書の副本を添えて当該

申請者に交付するものとする。 

 （在庫管理等に関する計画の届出）  （在庫管理等に関する計画の届出） 

第７条の２ 危険物の規制に関する規則の一部を改

正する省令（平成１５年総務省令第１４３号）附

則第３項第２号の規定により在庫管理等に関する

計画の届出をしようとする者は、地下貯蔵タンク

等の在庫の管理及び危険物の漏えい時の措置に関

する計画届出書（様式第１０号）を市長に提出し

なければならない。 

第７条の２ 危険物の規制に関する規則の一部を改

正する省令（平成１５年総務省令第１４３号）附

則第３項第２号の規定により在庫管理等に関する

計画の届出をしようとする者は、地下貯蔵タンク

等の在庫の管理及び危険物の漏えい時の措置に関

する計画届出書（様式第１０号の３）を市長に提

出しなければならない。 

 様式第１号を削る。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第１号（第２条関係） 様式第２号（第２条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第２号（第２条関係） 様式第３号（第２条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第３号（第３条関係） 様式第４号（第３条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第４号（第３条関係） 様式第４号の２（第３条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第５号（第４条関係） 様式第５号（第４条関係） 

再交付申請書 再交付申請書 



 ［略］ 

（宛先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

 様式第９号を削る。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第９号（第７条関係） 様式第１０号（第７条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第９号の２（第７条関係） 様式第１０号の２（第７条関係） 

 ［略］  ［略］ 

様式第１０号（第７条の２関係） 様式第１０号の３（第７条の２関係） 

地下貯蔵タンク等の在庫の管理及び危険物の漏えい

時の措置に関する計画届出書 

地下貯蔵タンク等の在庫の管理及び危険物の漏えい

時の措置に関する計画届出書 

 ［略］ 

（宛先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

様式第１２号の２（第１０条関係）（裏） 様式第１２号の２（第１０条関係）（裏） 

 ［略］ 

 第１６条の５第２項の規定による消防吏 

員又は警察官の停止に従わず、又は提示の 

要求を拒んだ者 

 ［略］ 

 第１６条の５第２項の規定による消防吏 

員又は警察官の停止に従わず、又は提示の 

要求を拒んだ者 

様式第１６号（第１５条関係） 様式第１６号（第１５条関係） 

製造所 

危険物 貯蔵所使用休止（再開）届出書 

取扱所 

製造所 

危険物 貯蔵所使用休止（再開）届出書 

取扱所 

 ［略］ 

（宛先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 



 ［略］ 指定数量の倍数  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 指定数量の倍数

の倍数 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

様式第１７号（第１５条関係） 様式第１７号（第１５条関係） 

設置者の氏名（名称）変更届出書 設置者の氏名（名称）変更届出書 

 ［略］ 

（宛先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

様式第１８号（第１５条関係） 様式第１８号（第１５条関係） 

軽微な変更届出書 軽微な変更届出書 

 ［略］ 

（宛先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 指定数量の倍数  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

（あて先）さいたま市長 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 指定数量の倍数

の倍数 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

   附 則

 この規則は、令和４年１月１日から施行する。



さいたま市規則第１０１号 

   さいたま市会計規則の一部を改正する規則 

 さいたま市会計規則（平成１３年さいたま市規則第６１号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（指定納付受託者） 

第３６条の２ 地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２３１条の２の３第１項の規定による指定

（以下単に「指定」という。）をしようとすると

きは、会計管理者に合議しなければならない。 

２ 指定を受けた者（以下「指定納付受託者」とい

う。）は、その名称、住所又は事務所の所在地を

変更しようとするときは、変更しようとする日の

前日から起算して６０日前の日又はその変更を決

定した日の翌日から起算して１４日後のいずれか

早い日までに、その旨を記載した届出書を市長に

提出しなければならない。 

３ 地方自治法第２３１条の２の７の規定による指

定の取消しをしようとするときは、会計管理者に

合議しなければならない。 

（指定代理納付者） 

第３６条の２ 市長は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２３１条の２第６項に規定する指

定代理納付者の指定をしようとするときは、あら

かじめ会計管理者と協議しなければならない。 

（会計管理者の収入事務） 

第３８条 会計管理者は、指定金融機関から納入済

通知書を受けたとき又は指定金融機関等、収入事

務受託者若しくは指定納付受託者から納入済通知

書に記載すべき事項を記録した電磁的記録の送信

を受けたときは、次の各号によって処理しなけれ

ばならない。 

・  ［略］ 

（会計管理者の収入事務） 

第３８条 会計管理者は、指定金融機関から納入済

通知書を受けたとき又は指定金融機関等、収入事

務受託者若しくは指定代理納付者から納入済通知

書に記載すべき事項を記録した電磁的記録の送信

を受けたときは、次の各号によって処理しなけれ

ばならない。 

・  ［略］ 

（繰替払） 

第８４条 令第１６４条第５号の規定により繰替払

をすることができる経費は、指定納付受託者に納

付させる歳入の納付手数料とし、その支払につい

ては、当該歳入に係る収入金を繰り替えて使用さ

（繰替払） 

第８４条 令第１６４条第５号の規定により繰替払

をすることができる経費は、指定代理納付者に納

付させる歳入の納付手数料とし、その支払につい

ては、当該歳入に係る収入金を繰り替えて使用さ

 せることができる。 せることができる。 



２・３ ［略］ 

４ 会計管理者は、指定金融機関等又は出納員から

繰替払に係る公金収納報告書又は納入済通知書を

受けたときは、繰替使用計算書を作成し、課所長

等に送付しなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、第２２条第２項の規

定により繰替払に係る納入通知書を会計管理者に

送付したときは、課所長等は、繰替使用計算書を

作成しなければならない。 

６ 課所長等は、第４項に規定する繰替使用計算書

の送付を受けたとき又は前項に規定する繰替使用

計算書を作成したときは、振替収支の方法による

ときは月１回、資金前渡の方法によるときは直ち

に繰替使用額の補 の手続をしなければならない。

２・３ ［略］ 

４ 会計管理者は、指定金融機関等又は出納員から

繰替払に係る公金収納報告書又は納入済通知書を

受けたときは、繰替使用計算書を作成しなければ

ならない。 

５ 会計管理者は、前項の繰替使用計算書を当該課

所長等に送付しなければならない。 

６ 課所長等は、前項に規定する繰替使用計算書の

送付を受けたときは、振替収支の方法によるとき

は月１回、資金前渡の方法によるときは直ちに繰

替使用額の補てんの手続をしなければならない。

   附 則 

 この規則は、令和４年１月４日から施行する。 



さいたま市規則第１０２号 

   さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （使用料）  （使用料） 

第１３条 さいたま市病院事業の設置等に関する条

例（平成１３年さいたま市条例第１９８号。以下

「条例」という。）第５条第１項ただし書に規定

する使用料の額は、別表第２に定める額に１００

分の１１０を乗じて得た額（次に掲げる使用料に

ついては、同表に定める額）とする。 

第１３条 さいたま市病院事業の設置等に関する条

例（平成１３年さいたま市条例第１９８号。以下

「条例」という。）第５条第１項ただし書に規定

する使用料の額は、別表第２に定める額に１００

分の１１０を乗じて得た額（次に掲げる使用料に

ついては、同表に定める額）とする。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 産婦人科関係使用料のうち次に掲げるもの    産婦人科関係使用料のうち次に掲げるもの 

  ア～エ ［略］   ア～エ ［略］ 

  オ 産科医療補償制度加算料 

  カ ［略］   オ ［略］ 

  キ ［略］   カ ［略］ 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

別表第２（第１３条関係） 別表第２（第１３条関係） 

 ［略］ 

産婦

人科

関係

使用

料 

 ［略］ 

産科医療補償制度

加算料 

１胎につき １

２，０００円 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］ 

 ［略］ 

産婦

人科

関係

使用

料 

 ［略］ 

産科医療補償制度

加算料 

１胎につき １

６，０００円 

 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 ［略］ 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。ただし、第１３条の改正は、公布



の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市立病院管理規則別表第２の規定は、この規則

の施行の日以後に分べんしたものについて適用し、同日前に分べんしたものについ

ては、なお従前の例による。 



さいたま市規則第１０３号 

   さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 さいたま市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（令和元年

さいたま市規則第５５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （期末手当）  （期末手当） 

第１８条 ［略］ 第１８条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２０を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

 ～  ［略］ 

５ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

 ～  ［略］ 

６～１０ ［略］ ６～１０ ［略］ 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



さいたま市規則第１０４号 

   さいたま市助産の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市助産の実施に関する条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２６

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （入所基準）  （入所基準） 

第２条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）第２２条第１項に規定する

助産の実施は、その妊産婦が次の各号のいずれか

に該当するときは、行わないものとする。 

 ［略］ 

 その妊産婦の属する世帯の階層区分が別表の

Ａ階層及びＢ階層である場合を除いて、その妊

産婦が社会保険の被保険者、組合員又は被扶養

者でその社会保険において出産一時金等の出産

に関する給付を受けることができる額（健康保

険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３

６条第１号に規定する要件を満たす内容で締結

される保険契約の保険料に相当する額として支

払われる額を除く。）が、４０８，０００円以

上であるとき。 

第２条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）第２２条第１項に規定する

助産の実施は、その妊産婦が次の各号のいずれか

に該当するときは、行わないものとする。 

 ［略］ 

 その妊産婦の属する世帯の階層区分が別表の

Ａ階層及びＢ階層である場合を除いて、その妊

産婦が社会保険の被保険者、組合員又は被扶養

者でその社会保険において出産一時金等の出産

に関する給付を受けることができる額（健康保

険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３

６条第１号に規定する要件を満たす内容で締結

される保険契約の保険料に相当する額として支

払われる額を除く。）が、４０４，０００円以

上であるとき。 

   附 則 

（施行期日）

１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市助産の実施に関する条例施行規則第２条の規

定は、この規則の施行の日以後の助産の実施について適用し、同日前の助産の実施

については、なお従前の例による。



さいたま市規則第１０５号

   さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

 さいたま市国民健康保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２９号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （出産育児一時金の加算対象となる出産等）  （出産育児一時金の加算対象となる出産等）

第３１条 ［略］ 第３１条 ［略］

２ 条例第６条第１項ただし書に規定する規則で定

める額は、１万２，０００円とする。

２ 条例第６条第１項ただし書に規定する規則で定

める額は、１万６，０００円とする。

 （条例附則第１３項の規則で定める日）  （条例附則第１３項の規則で定める日）

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和４年３月３１日とする。

第３４条の４ 条例附則第１３項の規則で定める日

は、令和３年１２月３１日とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則による改正後のさいたま市国民健康保険条例施行規則第３１条第２項の

規定は、この規則の施行の日以後に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給

について適用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児一時金の支給について

は、なお従前の例による。



さいたま市規則第１０６号

   さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則の一部を改正

する規則

 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則（平成１３年さい

たま市規則第２９号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （特別休暇）  （特別休暇） 

第２１条 条例第１５条の規則で定める場合は、次

の各号に掲げる場合とし、その期間は、当該各号

に定める期間とする。 

第２１条 条例第１５条の規則で定める場合は、次

の各号に掲げる場合とし、その期間は、当該各号

に定める期間とする。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一の年

において５日（当該通院等が体外受精その他の

市長が定める不妊治療に係るものである場合に

あっては、１０日）の範囲内でその都度必要と

認める期間 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

(21) ［略］    ［略］ 

(22) ［略］  (21) ［略］ 

(23 ) ［略］  (22) ［略］ 

(24 ) ［略］  (23 ) ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

 （年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び組合休

暇の請求等） 

 （年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び組合休

暇の請求等） 

第２７条 年次有給休暇、病気休暇、特別休暇（第

２１条第１項第２１号及び第２３号に規定する特

別休暇を除く。）又は組合休暇を受けようとする

第２７条 年次有給休暇、病気休暇、特別休暇（第

２１条第１項第２０号及び第２２号に規定する特

別休暇を除く。）又は組合休暇を受けようとする



職員は、あらかじめ所定の書式に記入の上、任命

権者に請求しなければならない。ただし、病気、

災害その他やむを得ない事由によりあらかじめ請

求できなかった場合には、事後において、速やか

に、当該手続をとらなければならない。 

職員は、あらかじめ所定の書式に記入の上、任命

権者に請求しなければならない。ただし、病気、

災害その他やむを得ない事由によりあらかじめ請

求できなかった場合には、事後において、速やか

に、当該手続をとらなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 第２１条第１項第２１号に規定する特別休暇を

受けようとする職員は、あらかじめ所定の書式に

記入の上、活動期間、活動の種類、活動場所、活

動内容等を明らかにする書類を添えて任命権者に

請求しなければならない。 

３ 第２１条第１項第２０号に規定する特別休暇を

受けようとする職員は、あらかじめ所定の書式に

記入の上、活動期間、活動の種類、活動場所、活

動内容等を明らかにする書類を添えて任命権者に

請求しなければならない。 

４ 第２１条第１項第２３号に規定する特別休暇を

受けようとする職員は、あらかじめ所定の書式に

記入の上、要介護者の状態等に係る申出書を添え

て任命権者に請求しなければならない。 

４ 第２１条第１項第２２号に規定する特別休暇を

受けようとする職員は、あらかじめ所定の書式に

記入の上、要介護者の状態等に係る申出書を添え

て任命権者に請求しなければならない。 

   附 則

 この規則は、令和４年１月１日から施行する。



さいたま市規則第１０７号 

   さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び休暇に関する規則の一部を改正す

る規則 

 さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び休暇に関する規則（令和元年さいたま

市規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （会計年度任用職員の病気休暇）  （会計年度任用職員の病気休暇） 

第１０条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員（第２号に掲げる場合にあって

は、６月以上の任期が定められている会計年度任

用職員又は６月以上継続勤務している会計年度任

用職員（週以外の期間によって勤務日が定められ

ている職員で１年間の勤務日が４８日未満である

ものを除く。）に限る。）に対して当該各号に定

める期間の病気休暇を与えるものとする。 

第１０条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員（第２号に掲げる場合にあって

は、６月以上の任期が定められている会計年度任

用職員又は６月以上継続勤務している会計年度任

用職員（週以外の期間によって勤務日が定められ

ている職員で１年間の勤務日が４８日未満である

ものを除く。）に限る。）に対して当該各号に定

める期間の病気休暇を与えるものとする。 

 ［略］    ［略］ 

 会計年度任用職員が負傷又は疾病のため療養

する必要があり、その勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合（前号に掲げる場合を

除く。） 一の年度（４月１日から翌年の３月

３１日までをいう。以下同じ。）において、次

に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定め

る期間 

 会計年度任用職員が負傷又は疾病のため療養

する必要があり、その勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合（前号に掲げる場合を

除く。） １の年度において、次に掲げる職員

の区分に応じ、それぞれ次に定める期間 

  ア・イ ［略］   ア・イ ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

 （会計年度任用職員の特別休暇）  （会計年度任用職員の特別休暇） 

第１１条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員（第９号から第１１号までに掲

げる場合にあっては、１週間の勤務日が３日以上

とされている会計年度任用職員又は週以外の期間

によって勤務日が定められている会計年度任用職

員で１年間の勤務日が１２１日以上であるもので

あって、６月以上の任期が定められているもの又

は６月以上継続勤務しているものに限る。）に対

第１１条 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、

 会計年度任用職員に対して当該各号に定める期間

の有給の休暇を与えるものとする。 



して当該各号に定める期間の有給の休暇を与える

ものとする。 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の

場合にあっては、１４週間）前から産後８週間

を経過するまでの期間 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 会計年度任用職員が不妊治療に係る通院等の

ため勤務しないことが相当であると認められる

場合 一の年度において５日（当該通院等が体

外受精その他の市長が定める不妊治療に係るも

のである場合にあっては、１０日）（勤務日ご

との勤務時間の時間数が同一でない会計年度任

用職員にあっては、勤務日１日当たりの勤務時

間に５（当該通院等が体外受精その他の市長が

定める不妊治療に係るものである場合にあって

は、１０）を乗じて得た数の時間）の範囲内で

その都度必要と認める期間 

 会計年度任用職員が配偶者等（配偶者（届出

をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。）又は会計年度任用職員と性別が同

一であって当該会計年度任用職員と婚姻関係と

異ならない程度の実質を備える社会生活を営む

関係として任命権者が定める関係にある者をい

う。以下同じ。）の出産に伴い勤務しないこと

が相当であると認められる場合 ５日（勤務日

ごとの勤務時間の時間数が同一でない会計年度

任用職員にあっては、勤務日１日当たりの勤務

時間に５を乗じて得た数の時間）の範囲内にお

いてその都度必要と認める期間 

 会計年度任用職員の配偶者等が出産する場合

であってその出産予定日の６週間（多胎妊娠の

場合にあっては、１４週間）前の日から当該出

産の日後８週間を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子（条例第９条

第１項の規定により子に含まれるものとされる

者を含む。以下同じ。）又は小学校就学の始期

に達するまでの子（配偶者等の子を含む。次項

第５号において同じ。）を養育する会計年度任

用職員が、これらの子の養育のため勤務しない

ことが相当であると認められるとき 当該期間

内における５日（勤務日ごとの勤務時間の時間

数が同一でない会計年度任用職員にあっては、

勤務日１日当たりの勤務時間に５を乗じて得た

数の時間）の範囲内の期間 



 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

２ 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計

年度任用職員（第５号及び第６号に掲げる場合に

あっては、１週間の勤務日が３日以上とされてい

る会計年度任用職員又は週以外の期間によって勤

務日が定められている会計年度任用職員で１年間

の勤務日が１２１日以上であるものであって、６

月以上継続勤務しているものに限る。）に対して

当該各号に定める期間の無給の休暇を与えるもの

とする。 

２ 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会計

年度任用職員（第６号及び第７号に掲げる場合に

あっては、１週間の勤務日が３日以上とされてい

る会計年度任用職員又は週以外の期間によって勤

務日が定められている会計年度任用職員で１年間

の勤務日が１２１日以上であるものであって、６

月以上継続勤務しているものに限る。）に対して

当該各号に定める期間の無給の休暇を与えるもの

とする。 

 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の

場合にあっては、１４週間）前から産後８週間

を経過するまでの期間 

 ［略］  ［略］ 

 生後２年に達しない子を育てる場合 １日２

回それぞれ３０分間（男性の会計年度任用職員

にあっては、その子の当該会計年度任用職員以

外の親（当該子について民法（明治２９年法律

第８９号）第８１７条の２第１項の規定により

特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場合に限る。）であって当該子

を現に監護するもの又は児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規

定により当該子を委託されている同法第６条の

４第２号に規定する養子縁組里親若しくは同条

第１号に規定する養育里親である者（児童の親

その他の同法第２７条第４項に規定する者の意

に反するため、同項の規定により、同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親として当該

児童を委託することができない者に限る。）を

含む。）が当該会計年度任用職員がこの号の休

暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され、

又は労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第

６７条の規定により同日における育児時間を請

求した場合は、１日２回それぞれ３０分から当

該承認又は請求に係る各回ごとの時間を差し引

いた時間を超えない時間） 

 生後２年に達しない子（条例第９条第１項の

規定により子に含まれるものとされる者を含む。

  以下この項において同じ。）を育てる場合 １

日２回それぞれ３０分間（男性の会計年度任用

職員にあっては、その子の当該会計年度任用職

員以外の親（当該子について民法（明治２９年

法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定に

より特別養子縁組の成立について家庭裁判所に

請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁

判所に係属している場合に限る。）であって当

該子を現に監護するもの又は児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号

の規定により当該子を委託されている同法第６

条の４第２号に規定する養子縁組里親若しくは

同条第１号に規定する養育里親である者（児童

の親その他の同法第２７条第４項に規定する者

の意に反するため、同項の規定により、同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親として

当該児童を委託することができない者に限る。

）を含む。）が当該会計年度任用職員がこの号

の休暇を使用しようとする日におけるこの号の

休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年法律第４９号

）第６７条の規定により同日における育児時間

を請求した場合は、１日２回それぞれ３０分か

ら当該承認又は請求に係る各回ごとの時間を差

し引いた時間を超えない時間） 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育す

る会計年度任用職員が、その子の看護（規則第

２１条第１項第２２号に規定する看護をいう。

 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者

等（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。）又は会計年度任



）のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 一の年度において５日（その養育す

る小学校就学の始期に達するまでの子が２人以

上の場合にあっては、１０日）（勤務日ごとの

勤務時間の時間数が同一でない会計年度任用職

員にあっては、勤務日１日当たりの勤務時間に

５（その養育する小学校就学の始期に達するま

での子が２人以上の場合にあっては、１０）を

乗じて得た数の時間）の範囲内でその都度必要

と認める期間 

用職員と性別が同一であって当該会計年度任用

職員と婚姻関係と異ならない程度の実質を備え

る社会生活を営む関係として任命権者が定める

関係にある者をいう。以下同じ。）の子を含む。

  以下この号において同じ。）を養育する会計年

度任用職員が、その子の看護（規則第２１条第

１項第２１号に規定する看護をいう。）のため

勤務しないことが相当であると認められる場合

   一の年度において５日（その養育する小学校

就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合

にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤務時間

の時間数が同一でない会計年度任用職員にあっ

ては、勤務日１日当たりの勤務時間に５（その

養育する小学校就学の始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあっては、１０）を乗じて得

た数の時間）の範囲内でその都度必要と認める

期間 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の

承認） 

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の

承認） 

第１４条 病気休暇、特別休暇（第１１条第１項第

３号の休暇を除く。）、介護休暇及び介護時間に

ついては、規則第２５条及び第２６条の規定の例

により、任命権者の承認を受けなければならない。

第１４条 病気休暇、特別休暇（第１１条第２項第

１号の休暇を除く。）、介護休暇及び介護時間に

ついては、規則第２５条及び第２６条の規定の例

により、任命権者の承認を受けなければならない。

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

 （さいたま市職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部改正） 

２ さいたま市職員の育児休業等に関する条例施行規則（平成２０年さいたま市規則

第２２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 



改正後 改正前 

 （条例第１９条第３項の規則で定める育児を事由

とする特別休暇） 

 （条例第１９条第３項の規則で定める育児を事由

とする特別休暇） 

第１０条の２ 条例第１９条第３項の規則で定める

育児を事由とする特別休暇は、次に掲げる特別休

暇とする。 

第１０条の２ 条例第１９条第３項の規則で定める

育児を事由とする特別休暇は、次に掲げる特別休

暇とする。 

・  ［略］   ・  ［略］ 

 さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び

休暇に関する規則（令和元年さいたま市規則第

５１号）第１１条第２項第２号に掲げる場合の

特別休暇 

 さいたま市会計年度任用職員の勤務時間及び

休暇に関する規則（令和元年さいたま市規則第

５０号）第１１条第２項第３号に掲げる場合の

特別休暇 


